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• 我が国は世界有数の森林国。森林面積は国土面積の３分の２に当たる約2,500万haで、このうち人工林は約1,000万ha。

• 森林資源は人工林を中心に蓄積が毎年約６千万m³増加し、現在は約54億m³。人工林面積の半分以上が一般的な主伐期であ
る50年生を超えており、木材としての利用期を迎えている。

• 一方、人工林の成長量は4～5齢級前後をピークに減少。我が国の人工林全体のCO₂吸収量も高齢級化等に伴い減少傾向で推移。
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１．国内の森林をめぐる状況

■ 国土面積の内訳

＜参考＞所有形態別の森林面積の内訳

(年)

資料：国土交通省「令和３年度版土地白書」
（国土面積は令和元年の数値）

注１：計の不一致は、四捨五入による。
注２：林野庁「森林資源の現況」とは森林面積の調査手法

及び時点が異なる。

(単位：万ha)
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■ 森林蓄積の推移 ■ 人工林の齢級別面積

■ 我が国の森林吸収量等の推移

50年生以上
約５割

30年生
以下
約１割

50年で約６倍

近年は、
毎年約６千万m³ 増加

（年）
(齢級)

（万ha）

資料：林野庁「森林資源の現況」・林野庁業務資料 資料：林野庁「森林資源の現況」（平成29年3月31日現在）
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• 令和３年６月に閣議決定された新たな森林・林業基本計画において、「伐って、使って、植える」森林資源の循環利用を推奨。

• しかし、各年の主伐面積に対する人工造林面積の割合は３割程度と低く、造林未済地も発生。比較的単価の高い建築用材
等への利用も必ずしも進んでいない。

２．森林資源の利用に当たっての課題
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＜用途別の国産材利用量の目標＞

用途区分

総需要量 利用量

R元年

(実績)

R12年

(見通し)

R元年

(実績)

R12年

(目標)

建築用材等 計 38 41 18 26

製材用材 28 30 13 19

合板用材 10 11 5 7

非建築用材等 計 44 47 13 16

ﾊﾟﾙﾌﾟ・ﾁｯﾌﾟ用材 32 29 5 5

燃料材 10 16 7 9

その他 2 2 2 2

合計 82 87 31 42

注１：用途別の利用量は、国産材
に係るものである。

２：「燃料材」とは、ペレット、薪、
炭、燃料用チップである。

３：「その他」とは、しいたけ原木、
原木輸出等である。

４：百万㎥単位で四捨五入して
いるため、計が一致しないも
のがある。

＋８

＋３

■ 森林・林業基本計画（令和３年６月15日閣議決定）の概要

森林の適正な管理 森林資源の持続的な利用

⚫ 森林資源の適正な管理・利用

⚫ 「新しい林業」に向けた取組の展開

⚫ 木材産業の競争力強化

⚫ 都市等における「第２の森林」づくり

⚫ 新たな山村価値の創造

主な対応方向 再造林

■ 造林未済地の状況、主伐と人工造林面積の推移
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※林野庁業務資料
※主伐面積は推計値

■ 用途別国産材利用量の推移

木材利用

※用途別国産材利用量は、林野庁「木材需給表」。
その他とは、杭丸太、しいたけ原木、原木輸出
等である。また、H21までは、燃料材の区分がな
く、「その他」に薪炭用材を計上。
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製材 合板 ﾊﾟﾙﾌ・ﾟﾁｯﾌﾟ 燃料材 その他
（百万㎥）

製材用
（スギ中丸太）

12,700円

合単板用
（スギ丸太）

11,100円

ﾊﾟﾙﾌﾟ・ﾁｯﾌﾟ用
（針葉樹丸太）

6,500円

燃料用

（未利用材） 6,200円

（一般木質） 3,200円

１㎥あたりの丸太価格（R2）

• 省力化・低コスト化（エリー
トツリー、低密度植栽等）

• 優良種苗の安定供給
• 造林適地の選定
など

• ＪＡＳ製品の供給促進
• 高単価・多品目な製品の

生産
• 非住宅分野等の木造化
など

（百万㎥）

※製材用・合単板用・ﾊﾟﾙﾌﾟ･ﾁｯﾌﾟ用の丸太価格は、農林
水産省「木材流通統計調査」。燃料用の丸太価格は
（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会調べ。
スギ中丸太は、径14～22㎝、長3.65～4.0m。スギ丸太
（合単板用）は、径18㎝上、合板適材。

転用等
0.6千ha

H27年度以降
新規発生

9.7千ha

H26年度末
造林未済地

8.9千ha

H27年度以降
解消

6.6千ha

H29年度末
造林未済地

11.4千ha

• 平成29年度末時点の造林未済地は11.4千ha（3年間で2.5千ha増加）。

※林野庁業務資料

※「造林未済地」とは、伐採跡
地のうち、人工造林を計画し
2年以内に更新が完了しない
もの、天然更新を計画し5年
以内に更新が完了しないも
の、計画なしに伐採が行わ
れ更新が完了しないもの。



• 再造林を進める上で、現状の林業においては経営収支の面で大きな課題。

• 国土保全や生物多様性保全など森林の有する多面的機能の発揮のため、補助金（公共事業等）によりこれを従来から後押
し。

３．林業の経済性と公共性
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収
入

経
費

445万円 251万円
丸太販売収入 補助金

34万円/ha
の赤字

主伐
307万円

造林
281万円

保育
143万円

696万円

730万円

446万円 114万円
補助金丸太販売収入収

入

経
費

113万円/ha
の黒字

主伐
245万円

造林
122万円

保育
81万円

560万円

448万円

再造林が進まない 割に合わない

■ 林業経営の収支（施業地レベル１haの試算） ■ 森林の有する多面的機能

補助金 ＝ 公共性現状

新しい林業

ドローンによる
苗木運搬

自動化 エリート
ツリー

新技術による
低コスト化・
省力化

要投資

再造林が進む
従事者の所得向上

※日本学術会議答申「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について」
及び同関連付属資料（平成13年11月）。金額は、森林の多面的機能のうち、物理的な機能を中心に貨
幣評価が可能な一部の機能について評価したもの。いずれの評価方法も、一定の仮定の範囲におい
ての数字であり、その適用に当たっては注意が必要。

林野庁「林業経営と林業構造の展望②」（林政審議会（令和２年11月16日）資料３）をもとに作成



• ＣＯ２等の温室効果ガス排出量を抑え、カーボンニュートラルを達成するためには、再エネ導入など化石燃料・産
業分野での排出量削減だけではなく、農林業・土地利用分野での吸収の貢献が必要。

• また、世界で過去５年に発行されたカーボンクレジット量は、森林部門が最も多く、発行総量の42%を占めており、
森林吸収源に対する関心の高さが伺える。
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４．温室効果ガス削減に向けた森林分野の貢献に関する世界的潮流

※ IPCC（2018） “Global Warming  of 1.5℃”、 （公財）地球環境戦略研究所 山ノ下麻木乃、梅宮知佐
「気候変動と森林に関する国際動向-COP26の報告」｛ 「杣径」2021年12月No.63｝を元に作成。

◼ 2015〜2019年の部門別及びメカニズムのタイプ別の炭素クレジット
発行量

◼ IPCCの気温上昇を1.5℃に抑えるための世界の温室効果ガス排出
経路のシナリオ

出典：World Bank Group 「State and Trends of Carbon Pricing 2020」

○ 「グラスゴー気候合意」（仮約・抜粋）
Ⅳ．緩和
21．自然及び生態系（森林並びに陸域及び海洋生態系を含む。）を、この条約の

長期的な世界全体の目標を達成するために温室効果ガスの吸収源や貯蔵庫と
して機能させるとともに生物多様性を保護することにより、保護、保全及び回復
することの重要性を強調する。

○ 「森林・土地利用に関するグラスゴー・リーダーズ宣言」
➢ 英国主催による首脳級の「森林・土地利用イベント」が開催され、2030年までに

森林減少を食い止め、森林の再生に取り組む目標を掲げた宣言に日本を含む
141カ国が署名（2021.11.12現在）。

GHG
排出量

（10億t-CO2e/年）

2030年頃：
農林業・土地利用分野の排出量は
ネットゼロ、その後吸収源に転じる

2050年頃：
農林業・土地利用分野の吸収やBECCS
等により世界の排出量がネットゼロに

【森林部門のカーボンクレジットの世界全体でみた場合の特徴】

• 多くのクレジットを生成できる可能性があり、比較的低コストで
地球温暖化の「２℃目標」達成のために2030年までに必要な排出
削減量の3分の1を確保することが可能。

• 気候変動の緩和に加えて、生物多様性の保全、持続的な水供給、
農業生産性の向上など、多くのコベネフィットを提供することが
可能。

国際的クレジットメカニズム
（国際機関によって管理されたメカニズム）

独立クレジットメカニズム
（NGO等第三者機関によって管理された民間主導のメカニズム）

地域、国家、準国家的クレジットメカニズム
（国家や地方政府によって管理されたメカニズム）

森林

再生可能エネルギー

廃棄物由来バイオマス

燃料転換

工業用ガス

漏洩排出物

エネルギー利用効率化

農業

その他土地利用

製造

輸送

CCS/CCU

◼ COP26における森林関係の決定等

＊バイオマスエネルギーの利用によって排出されたCO2

を回収し、地中などに貯留する技術

化石燃料・産業分野

農林業・土地利用分野 世界の純排出量

BECCS＊



• 令和３年10月に閣議決定した地球温暖化対策計画においては、我が国の温室効果ガス排出量を2030年度に46％削減
（2013年度比）、そのうち2.7％を森林吸収量で確保するよう目標を引き上げ。

• 2030年度の新たな森林吸収量目標の達成及び2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するためには、森林・林業基本
計画に基づき、間伐や、エリートツリー等による再造林等の森林整備、建築物等における木材利用の拡大等を図ることが
不可欠。

• そのためには、人や資金が必要であり、森林・林業・木材産業分野に人や資金を呼び込む工夫が必要。

５．我が国における森林吸収量確保に向けた取組

■ 新たな温室効果ガス排出削減と森林吸収量の目標（2030年度）

2030年度
温室効果ガス削減

新目標
▲46％（2013年度比）

産業部門等による
排出削減対策
▲42.2％ (同）

森林吸収

14億800万
t-CO2

2030年度目標2013年度排出量

7億6,000万
t-co2

新目標
3,800万t-CO2
▲2.7％（同）

伐採木材製品(HWP)
680万t-CO2

森林吸収量
3,120万t-CO2

農地等の吸収 ▲0.6%（同）

CO2

CO2

林業の成長産業化
地方創生を推進

使う

育てる

収穫する

造林

主伐

下刈り間伐

植える

若い森林はCO2を
より多く吸収

エネルギー利用

木材は炭素を
長期に貯蔵

CO2

森林は
CO2を吸収 木材は省エネ資材

2050年カーボンニュートラルに貢献

間伐の実施に加え
「伐って使って植える」

循環利用を進め
若い森林を確実に造成

プラスチック
等代替

■ 森林吸収量の確保に向けた取組

○ ６次産業化
→ 林産物の高付加価値化により収益性が改善する可能性。

○ Jクレジットの活用
→ 炭素吸収量をクレジット化・売却することで収益性が改善する可能性。

アイデア
人や資金を呼び込む工夫が必要！
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Ｊクレジット
収入
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６．森林・林業・木材産業に対する投資の想定事例

■ 事例1 木材製品加工を中心とした事例

投資主体

出資
経営支援

A社
・間伐材から加工品を製造
・統一ブランドにより木材製品の新規販路を開拓
・森林ツアー等の森林サービス産業を実施

林業者
施業管理、原木生産

森林組合

地方公共団体
公有林管理、森林管理支援

パートナー
木材製品を使用した住宅
の施工・販売

出資
販路支援・ノウハウ提供

連携

森林管理、間伐実施

■ 事例２ 木質バイオマス熱供給を中心とした事例

投資主体

出資
経営支援

B社
・木質バイオマス熱供給 （ きのこ栽培施設等へ）
・乾燥木質チップの製造販売

林業者

製材工場

出資
原材料供給

木材加工

きのこ生産者
出資
原材料供給

パートナー

出資
ノウハウ提供

地方公共団体

出資
原木供給

廃菌床の供給

施設運営ノウハウの提供

乾燥木質チップ販売支援

間伐材の新用途開拓、地域の雇用拡大、産官連携しての森林整備の推進

未利用材の有効活用、地域全体の林業の発展、再エネの利用推進

販売支援等

施業管理、原木生産

A-FIVE 投資先紹介サイトの情報等をもとに作成

出資
原材料供給



• 2030年度の新たな森林吸収量目標2.7％の達成や2050年カーボンニュートラルの実現に向け、森林や木材の有する炭素吸収・貯蔵
作用への注目が高まるなど、炭素吸収系クレジットの創出等も見込んで森林・林業・木材産業に対する見方が変わってきているので
は。

７．森林・林業・木材産業に対する投資をめぐる状況の変化①

○ Jクレジットの活用○ 建築物等への木材利用 ○ 未利用木材等の木質バイオマス利用

◼ 森林の価値向上につながると考えられる要因

認証クレジットの方法論別内訳（通常型＋プロジェクト型）

価格 備考

再エネ
(太陽光、バイオマス

等)

2,536円/t-CO2
R3年４月の

入札販売結果

省エネ
（ボイラー、照明設備

等の導入）

1,518円/t-CO2 同上

森林経営活動
数千円～

１万数千円/t-CO2程度
聞取り情報

（相対取引価格）

Ｊクレジットの販売価格

※J-クレジット事務局資料
※J-VER制度等からの移行分含む

中高層・
非住宅建築は
ほぼ非木造

資料：国土交通省「建築着工統計」（2020年）

注：住宅とは居住専用建築物、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の
合計であり、非住宅とはこれら以外をまとめたものとした。

階層別の着工建築物の床面積

住宅 非住宅

1,483 

1,335 

102 

2 

0 

6,184 

6,223 

3,281 

7,462 

6,403 

0 10,000

4,240 

35,766 

4,246 

8 

2 

507 

5,110 

3,360 

2,534 

10,728 

020,00040,000
（千m2 ）

非木造 木造

6階以上

4～5階

3階

2階

1階

低層住宅の８割は
木造だが、使用木材の

約半分は外国産材

出典：Jクレジット制度ホームーページ https://japancredit.go.jp/
林野庁業務資料

国産材を活用した高付加価値木材製品

(株式会社西粟倉・森の学校)(協同組合福岡･大川家具工業会)

燃料材利用量の推移

323 323 323 

63 63 
23 

323 

386 409 

0

100

200

300

400

直材のみ利用 小曲材・小径木

も利用

曲がり材・枝条

も利用

主にパルプ・

チップ、燃料用

主に合板用

主に製材用

【試算の考え方】

• 10齢級の人工林の主伐材積を420㎥/ha、曲がり材・枝条まで使用した場合の利用率（林
地残材の燃料材を含む）を80%と想定。

• 素材の用途別利用割合を次のとおり想定。製材用：72%、合板用：17%、チップ・燃料用：
11％

• 素材の用途別の単価は、令和元年の木材流通統計調査、（一社）日本木質バイオマスエ
ネルギー協会調べを参照。

（
万
円/

ha

）

直
材

小
曲
材
・
小
径
木

曲
が
り
材
・
枝
条
等

資料：燃料材利用量は林野庁「木材需給表」、林野庁業務資料

燃料材の活用による売上げの増加（イメージ）

8

69 82 99 134 
182 

280 

445 

603 624 
693 

892 

0

200

400

600

800

1,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（万㎥）

（年）

FIT開始

※Jクレジットの販売は、基本的に相対取引で実施されており、個別の取引
価格は不明。再エネ、省エネの政府保有クレジットのみ入札で販売。

太陽光発電
392万t-CO2

木質バイオマス
94万t-CO2

コジェネレーション
プロジェクト
73.8万t-CO2

ボイラー
61.4万t-CO2

工業炉
26.7万t-CO2

森林経営活動
10.6万t-CO2 その他

58.5万t-CO2

2022年1月までの
クレジット認証量
716.9万t-CO2

https://japancredit.go.jp/
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７．森林・林業・木材産業に対する投資をめぐる状況の変化②

• 「農林漁業法人等に対する投資の円滑化に関する特別措置法」（令和３年８月２日施行）や環境省において検討が進められている、
資金供給が難しい脱炭素事業等に対し資金供給を行う新たな脱炭素出資制度など、官主導で新たな投資の仕組みを創設する動き。

農林水産省ホームページ
農林漁業法人等投資育成制度について

環境省ホームページ
脱炭素ポータル



森林・林業・木材産業に
関するプロジェクト

外部からの資金面等
での支援のハードル
が下がる可能性

８．今回の検討のポイント
（脱炭素に貢献する森林・林業・木材産業に対する投資のあり方の検討）

10

木材生産

Ｊクレジット

木材の高付加価値化

エネルギー利用
山の価値の増大
収益性の向上

• 2030年度の新たな森林吸収量目標を達成し、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するためには、森林・林業基本計画
に基づき、間伐や、エリートツリー等による再造林等の森林整備、建築物等における木材利用の拡大等を図ることが不可欠。

• そのためには、森林・林業・木材産業分野における環境と経済の好循環を作り出し、継続する必要。

• そして、このためには、人や資金が必要であり、森林・林業・木材産業分野に人や資金を呼び込む工夫が必要。

森林資源の
持続的な利用森林の適正な管理

建築物への
木材利用

未利用材の
エネルギー利用

適切な森林整備再造林の推進

従来型の収益源 新たな収益源

環境と経済の好循環

森林・林業基本計画

脱炭素に貢献

個別プロジェクトが、森林・林業基本計画に掲げる政策を推進する上で望ましいものであるかどうか
判断する際のよすがとなる指標を検討することとしてはどうか。

基本計画に掲げる政策を
推進する上で望ましい




